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水道施設（建物） 水道施設（構築物） 水道施設（機械及び装置）
下水道施設（建物） 下水道施設（構築物） 下水道施設（機械及び装置）

（年度）

平均： 18.63

億円/年

平均： 11.12

億円/年

平均： 25.83

億円/年

平均： 34.61

億円/年
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（億円）

今ある公共

施設は必要

なものなの

で、費用がか

かっても現状

維持とする

7.4%

公共施設の

必要性を見

直し、人口や

税収に見

合った公共

施設の質・量

にする

37.3%

必要性の低

い公共施設

については、

積極的に統

廃合、複合

化などを推

進する

48.9%

その他 1.5%

無回答 4.9%
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主に一部の個人・団体が

使っている施設
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同じようなサービスの施設が

近隣にある施設
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民間で運営されている施設
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大規模改修 建替え

（年度）

平均：20.54

億円/年

平均：15.67

億円/年

平均：15.34

億円/年

平均：18.26

億円/年
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道路 橋りょう

（年度）

平均：8.55

億円/年

平均：9.02

億円/年

平均：9.48

億円/年

平均：10.71

億円/年

  

・人口減少・少子高齢化の進行により、人口構造やニーズの変化に

伴う公共施設等の利用需要の変化 

・老朽化した公共施設等の大規模改修や更新時期の集中 

・税収の減少や社会保障費の増加という厳しい財政状況 

 

 

 

香美町公共施設等総合管理計画 概要版 

１ 基本事項 

○ 人口の状況 

２ 公共施設等の現況及び将来の見通し 

４ 現状や課題に関する基本認識 

○ 財政の状況 

○ 中長期的な更新費用の見込み 

【インフラ施設】（町道、橋梁のみ） 

○ 計画の背景と目的 ○ 計画の対象範囲 

○ 計画の期間 

３ 公共施設に関する町民アンケート結果 

① 公共施設等の老朽化への対応（品質） 

② 町民ニーズの変化への対応（供給） 

③ 限られた財源による対応（財務） 

・「公共施設」、「インフラ施設」、「企業会計施設」の３つに分類 

・平成 72 年には平成

27年より 38％減少 

・老年人口（65歳以上）

は平成27年以降に減

少する見込み 

・扶助費の増加と公債

費の減少 

・今後は町税の減収や

合併特例措置の終了

等により、歳入は減

少する見込み 

○ 今後の公共施設のあり方について 

・今後の公共施設に

ついて、総量の見

直しを進めるべき

とする回答が８割

以上となってい

る。 

 

・公共施設が今後 10 年間で約７割が築 30 年以上

経過するなど、公共施設等の老朽化が急速に進行

し、安全性が保てない状況となる恐れがある。 

・今後の人口減少、人口構成の変化に伴う町民ニー

ズの変化に対応した公共施設等の規模や配置を検

討する必要がある。 

・合併特例措置の終了に伴う地方交付税の減少、生

産年齢人口の減少に伴う町税の減収等が見込まれ

ており、限られた財源の中で公共施設等の維持管

理・更新等が効果的・効率的に行えるよう検討す

る必要がある。 

行政施設、学校教育施設等（１４分類） 

道路施設、農業施設等（７分類） 

水道施設、下水道施設等（３分類） 

・優先的に見直すべき

公共施設は利用実態

（「あまり利用され

ていない施設」）が 

最 も 重 視 さ れ て 

おり、次いで施設の

安全性（「老朽化が著

しい施設」）が重視さ

れている。 

 

○ 優先的に見直すべき公共施設 

平成２９年度から平成５８年度までの３０年間 
※本町を取り巻く社会経済情勢の変化等により、適宜見直しを行う 

 

【公共施設】 

【企業会計施設】（水道施設、下水道施設のみ） 

○ 主な公共施設等の現況 

公共施設等マネジメント（保有する公共施設等を有効活用しつつ、 

施設保有量の見直しや計画的な保全による施設の長寿命化を図る 

ための取組）を推進していくための基本的な方針を示す。 

 

更新費用 総額 
698.00 億円 

更新費用 総額 
377.54 億円 

更新費用 総額 
901.93 億円 

40 年間の平均 

17.45 億円 

40 年間の平均 

9.44 億円 

40 年間の平均 

22.55 億円 

分類 施設数 延床面積・延長 

公共施設 － ３０３ 施設 １６．５ 万㎡ 

インフラ施設 
町道 １,３６９ 路線 ５８０ ｋｍ 

橋梁 ４４５  橋 － 

企業会計施設 
水道施設 － ２６２ ｋｍ 

下水道施設 － ２５０ ｋｍ 

 



 

行政施設 町民文化施設 社会教育施設 体育施設 

保健・福祉施設 医療施設 観光施設 産業施設 

学校教育施設 子育て支援施設 公営住宅等施設 廃棄物処理施設 

その他施設 普通財産施設   

 

水道施設 下水道施設 病院施設  

 

道路施設 河川施設 漁港施設 農業施設 

林業施設 防災施設 通信施設  

 

・施設の所管にとらわれず、集約化・複合化等を検討する。 

・当初の整備目的を終えている施設や代替施設がある施設等は、積

極的に統合・廃止・譲渡等を推進する。 

・統合・廃止等により余剰となった施設や敷地については、新たな

収入源の確保のため、売却や貸付等、有効に活用する。 

・保有状況 

・取組方針 

（公共施設等マネジメント 

の実施方針８項目） 

・主な老朽化施設 

（公共施設のみ） ・町民生活や経済活動の基盤であり、施設の再編や廃

止に適さない施設もあることから、適正規模に関す

る数値目標は設定しない。 

５ 公共施設等マネジメントの基本方針 

６ 数値目標 

７ 公共施設等マネジメントの実施方針 

８ フォローアップの実施方針 ９ 施設類型ごとの取組方針 

① 安全・安心の確保（品質） 

② 施設保有量の適正化（供給） 

③ コストの適正化と財源確保（財務） 

○ 公共施設 

① 点検・診断等の実施方針 

見直し可能な施設

今後も保有する施設

保有量の適正化
集約化・複合化等

現在の施設 将来の施設

コ
ス
ト
の
適
正
化

縮
減
・
平
準
化

・予防保全による維持管理

・耐震化の推進
安全・安心
の確保

適正な
サービス水準

保有量の見直し
・町民ニーズの変化

への対応

・利用状況・配置状況などの
分析

⑤ 長寿命化の実施方針 

⑥ 再編（統合や廃止等）の実施方針 

⑧ 公共施設等マネジメントを実現するための体制の構築方針 

○ 公共施設 

○ インフラ施設 

○ 企業会計施設 

・定期的な点検等により劣化状況の把握に努め、事

後保全から、予防保全への転換を図る。 

・耐震化の推進やユニバーサルデザインに配慮した

施設整備により、利用者の安全・安心を確保する。 

・町民ニーズの変化に合わせた施設の規模・配置・

機能を検討し、集約化・複合化・廃止等により、

施設保有量の適正化を図る。 

・町民サービスを著しく低下させることのないよう、

施設の利用状況、地域ごとの配置状況等を考慮し、

適正な行政サービス水準について検討する。 

・施設の更新費用の平準化や維持管理費用等の縮減

を図る。 

・基金の創設等により財源確保を図る。 

・利用者負担の適正化について検討する。 

施設保有量（延床面積）を 

３０年間で３０％縮減 

・法定点検に加え、標準的な点検マニュアルを作成し、施設管理者

による自主点検を実施する。 

・専門家による詳細な診断等について検討する。 

・沿岸部での塩害や山間部での雪害の影響等も念頭に劣化や不具合

の早期発見に努める。 

② 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

③ 安全確保の実施方針 

・点検・診断・修繕等の履歴を蓄積し、データベース化を行なう。 

・施設等の優先順位を明確化した上で、事後保全型から、予防保全

型へ転換を図る。 

・費用の平準化・優先度の明確化を行ない、施工方法や使用材料に

ついても検討し、費用の縮減を図る。 

・ライフサイクルマネジメントを計画段階から取り入れ、適正な規

模を検討し、集約化・複合化・減築等を検討する。 

・民間資金の活用（PPP/PFI）や広域的な連携について検討する。 

・点検・診断結果等に応じて適切な措置を迅速に行う。 

・利用見込みがない施設は速やかな解体撤去を行う。 

・ユニバーサルデザインの考え方の導入により、利用者が安全・安

心・円滑・快適に利用できる施設の整備に努める。 

④ 耐震化の実施方針 

・多くの町民が利用し、長期にわたり利用していく施設で必要な耐

震性が確保されていない場合は、計画的に耐震化を推進する。 

・今後も保有していく必要のある施設の長寿命化を推進し、単年度

に発生する更新費用の平準化や一定期間内における更新費用の縮

減を図る。 

○ インフラ施設・企業会計施設 

 

⑦ 効率的な管理運営の実施方針 

・指定管理者制度等の活用を検討し、効率的な管理運営を推進する。 

・維持管理費用について、施設管理者のコスト意識の向上を図り、

経費の更なる最適化を推進する。 

・計画的な解体撤去・修繕・更新等に必要な財源確保を目的とした

「香美町公共施設等管理基金（仮称）」を創設する。 

・公共施設等の使用料等について、必要に応じて見直しを検討する。 

・香美町公共施設等管理委員会において、本計画に基づく取組の実

施状況等について、検討・協議・決定する。 

・情報のデータベース化を行い、情報の一元化と共有化を図り、全

庁的に公共施設等マネジメントが実現できる体制を構築する。 

・平成 29年度末までに、本計画に基づく個別施設計画を策定する。 

・ＰＤＣＡ サイクルに基づき、継続的に計画の評価・

見直しを行いながら推進 

・施設類型ごとに現状、方針等を整理 

【整理する項目】 

 

Plan（計画） Do（実行）

Check（評価）Action（改善）

総合管理計画・
個別施設計画の策定・見直し

計画に基づき分野横断的に実施

実施状況と成果を基にした
計画の検証検証結果を基にした

計画の見直し
（課題の抽出）

取組 ○ 点検・診断・維持管理・
修繕・更新

○ 耐震化・長寿命化・
集約化・複合化

○ 統合・廃止・譲渡・
維持管理費の縮減 など

評価の視点

○ 安全・安心の確保（品質）
○ 施設保有量の適正化（供給）
○ コストの適正化と財源確保（財務）


